被災施設・設備の所有を証する書類を提出することができない理由書
令和●●年●●月●●日

（申立者）

住　　所　●●市●●△番地の□
名　　称　株式会社●●●●　　　印
代表者名　代表取締役　●●　●●
　今回の復興事業計画認定申請書の提出にあたり，提出書類として求められている被災施設・設備の所有を証する書類については，下記の理由により提出できないことを申し立てます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記
	番号
	所有を証すべき施設・設備の名称
	今回提出できない書類
	提出できない理由

	例
	本社事務所兼倉庫
	不動産登記事項証明

固定資産台帳
	 eq \o\ac(○,1)・ eq \o\ac(○,2)・３・４・５

	①
	
	
	１・２・３・４・５

	②
	
	
	１・２・３・４・５

	③
	
	
	１・２・３・４・５

	④
	
	
	１・２・３・４・５


※該当する理由に○をつけること。複数の理由がある場合はそれぞれに○をつけること。欄が不足の場合は適宜追加すること。
※この理由書を記載しても別の方法で従前所有を確認できなければ，補助対象とすることはできません。
【提出できない理由】
（被災施設の場合）

１　被災施設の不動産登記がなされていなかったため。
２　被災施設が固定資産として課税されていなかったため，又は課税されていたが固定資産課税台帳の写しが津波被害により流失し，官公署等に証明する書類がないか確認したが，存在しなかったため。
（被災設備の場合）
３　資産として計上していたが，備え付けの固定資産課税台帳が津波被害により流出し，台帳の復旧等が困難であり，官公署等に証明する書類がないか確認したが，存在しなかったため。
４　被災した時点で当該施設及び設備が償却済み，又は費用として損金処理しており資産として計上していなかったため。

５　その他（上記１～４のどれにも該当しない場合。別紙により記述願います。）
【別紙】番号と施設・設備名称を記載の上，その理由を記載してください。
（記載例）
	名称　④本社工場

	理由：●●●●●のため，やむを得ず証明書類を提出できない。


	名称　

	理由：




	名称　

	理由：




